
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第16号 

答申番号：令和７年度答申第16号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、次に掲げる事情を顧みずに行われた原処分（生活保護

変更申請却下処分）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

  (1) 請求人は、平成15年の保護開始時から現在まで冷房器具を所有したことが

ないから、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和38年４月１

日付け社発第246号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第７

の２(6)ア(ｱ)に該当するといえる。 

(2) 度重なる保護費の引下げと物価高騰により請求人には蓄えがないから、

自身で冷房器具を設置することはできない。 

(3) 請求人が現在居住する住居（以下「現住居」という。）は風通しが悪く、

湿度も高いため、室温が外気温を超える状況にあり、令和５年の夏に請求人

に熱中症の症状が出たことから、令和６年の夏が「初めて到来する熱中症予

防が必要となる時期」といえるにもかかわらず、処分庁はこうした請求人の

居住する地域の気温の状況や健康状態等について調査をせず原処分を行っ

ている。 

(4) 国の政策として熱中症対策が特に必要であるため、一時扶助費の申請が

あった際には、真にやむを得ない事情があるかを考慮することを積極的に勧

奨しているといえるが、原処分は請求人が「最低生活に必要不可欠な物品を

欠いている状態」であるかについて一切考慮されていない。 

(5) 請求人の保護開始は平成15年であるが、その当時は冷房器具の購入費用の

支給は認められておらず、冷房器具の購入費用の支給が認められたのは平成

30年４月１日以降であるから、それ以降のいずれかの時期に支給申請を行う



ことは一時扶助の趣旨に合致している。 

(6) 請求人は熱中症予防が必要な者であるから、処分庁は、局長通知第７の

10(4)の規定により、厚生労働大臣に情報提供を行い、冷房器具が必要な特

別な事情を認定し、冷房器具の購入費用を支給すべきであったにもかかわら

ず、それを怠っている。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

   処分庁は、次のとおり、原処分に違法又は不当な点はないと主張する。 

  (1) 臨時的最低生活費（一時扶助費）は、「生活保護法による保護の実施要領

について」（昭和36年４月１日付け厚生省発社第123号厚生事務次官通知）

第７の２(1)から(3)までに定める特別の需要のある者に対し、臨時的に認定

するものであることとされ、また、「生活保護問答集」（平成21年３月31日

付け厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）において、家具什器費の支

給対象品目を検討するに当たり、日常生活に必要な物品については、本来経

常的な生活費の範囲内で計画的に購入すべきであるとされているから、保護

開始以降20年以上経過している請求人においては、冷房器具を含めた家具什

器を経常的な生活費の範囲内で計画的に順次更新すべきものであり、そのこ

とは十分に可能であったと判断する。 

  (2) 処分庁が、請求人は局長通知第７の２(6)ア(ｱ)から(ｵ)までのいずれにも

該当しないと判断し、原処分を行ったことは適法である。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 局長通知第７の２(6)ア(ｱ)が、あえてその給付時期について「保護開始時」

と明記しているのは、最低生活に直接必要な家具什器の持合せがない保護開始

時に限って、保護の対象とすることを明示する趣旨であると解されるのであ

り、請求人の保護開始が平成15年７月８日であるところ、本件審査請求に係る

冷房器具の購入費用についての支給申請（以下「本件申請」という。）は令和

６年６月21日であるから、同(ｱ)の要件には該当しない。また、請求人世帯は

平成23年５月27日に現住居に転居していることから、転居後初めて到来する熱

中症予防が必要となる時期は同年の夏季であると解されるところ、本件申請は

当該時期に行われたものではないから、同(ｴ)の要件にも該当しない。さらに、



請求人には長期入院、被災、犯罪被害等の事実は認められないから、同(ｲ)、

(ｳ)及び(ｵ)の要件にも該当しない。よって、請求人は、同(ｱ)から(ｵ)までのい

ずれの要件にも該当しないため、同ウの要件を満たさないのであるから、本件

申請を却下した原処分に違法又は不当な点は認められない。 

 ３ 請求人は前記第２の１(2)のとおり主張するが、被保護者は、経常的最低生

活費の範囲内において、通常予測される生活需要は全て賄うべきものであると

されているのであるから、冷房器具の購入費用は毎月の保護費のやり繰りの中

で賄うこととなるのであり、また、冷房器具の購入については社会福祉協議会

の生活福祉資金貸付制度を活用することが可能であり、このことは原処分に係

る通知書においても教示されているから、請求人は当該貸付制度について十分

認識できるものと認められる。 

よって、請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 請求人は、前記第２の１(5)のとおり主張するが、冷房器具の購入費用は、

平成30年７月１日から適用される局長通知の改正に係る経過措置として、同年

４月１日から６月30日までの間に改正後の局長通知第７の２(6)ア(ｱ)から(ｵ)

までに該当していたと保護の実施機関において認定する場合であって、同年７

月１日時点において冷房器具の持合せがない世帯については同様の取扱いと

して差し支えないこととされているものであるが、同年４月１日より前に保護

が開始された者に対し、同年７月１日以降の時期における支給申請に係る「保

護開始時」について局長通知第７の２(6)ア(ｱ)に該当するものとする取扱いと

するものではない。 

５ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年７月31日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年８月６日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基と

し、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程



度において行うものとされ（法第８条第１項）、当該基準は、要保護者の年齢

別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考

慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超

えないものでなければならないとされている（同条第２項）。これにより、厚

生労働大臣は「生活保護法による保護の基準」（以下「保護基準」という。）

を定めている。 

保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされてお

り、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。そして、処理基準によれば、最低生

活費は、一般生活費、教育費、住宅費等の合算であって、そのうち、一般生活

費は、さらに基準生活費、被服費、家具什器費、移送費等に区分されており、

冷房器具の購入に要する費用については家具什器費に該当するところ、被保護

世帯が保護開始時において最低生活に直接必要な家具什器の持合せがないと

き等に該当し、当該被保護世帯に属する被保護者に熱中症予防が特に必要とさ

れる者がいる場合であって、転居後初めて到来する熱中症予防が必要となる時

期を迎えるに当たり最低生活に直接必要な冷房器具の持合せがなく、真にやむ

を得ないと実施機関が認めたときは、家具什器に係る一時扶助費として６万

7,000円の範囲内において特別基準の設定があったものとして必要な額を認定

し、保護費を支給して差し支えないこととされ、それ以外の場合は通常の最低

生活費の範囲内において通常予測される生活需要は全て賄うべきものとされ

ている。 

保護基準において、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、

出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助について、要保護者に特別の事由があって、

保護基準別表第１から別表第８までに定める各基準により難いときは、厚生労

働大臣が特別の基準を定めることとされており、局長通知において、各費目に

関する告示及び局長通知の規定による基準により難い特別の事情がある場合

には、厚生労働大臣に情報提供することとされている。 

冷房器具の購入費用については、局長通知の改正により平成30年７月１日か

ら支給されることとなったが、同年４月１日から６月30日までの間に改正後の

局長通知第７の２(6)ア(ｱ)から(ｵ)までに該当していたと保護の実施機関にお

いて認定する場合であって、同年７月１日時点において冷房器具の持合せがな

い世帯については、同様の取扱いとして差し支えないこととされている（「「生



活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）」（平

成30年６月27日付け社援発0627第１号厚生労働省社会・援護局長通知））。 

そこで本件についてみると、請求人は、度重なる保護費の引下げと物価高騰

により蓄えがなく、また、令和５年の夏に請求人に熱中症の症状が出たことか

ら、令和６年の夏が「初めて到来する熱中症予防が必要となる時期」であると

主張する。しかしながら、本件申請は保護申請時以降又は転居後初めて到来す

る熱中症予防が必要となる時期に行われたものではなく、また、請求人が平成

30年４月１日から６月30日までの間に局長通知第７の２(6)ア(ｱ)から(ｵ)まで

に該当していたとも認められない。加えて、冷房器具の購入については社会福

祉協議会の生活福祉資金貸付制度を活用することが可能であり、かつ、当該貸

付制度の活用について処分庁から請求人に伝達されている。さらに、請求人に

ついて熱中症予防が特に必要とされる者であることを示す挙証資料は提出さ

れていない。また、処分庁は、本件申請について保護基準及び処理基準に従っ

て判断し原処分を行ったものであるところ、告示や局長通知の規定による基準

により難い特別の事情は認められず、原処分を行うに当たり厚生労働大臣への

情報提供を行わなかった処分庁の判断が誤りであるとはいえない。こうした事

情に鑑みると、保護という形で冷房器具の購入費用が支給されなかったとして

も、そこに違法又は不当な点はない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 
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